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1. イントロダクション：歴史的転換点における統合思考経営と
知的資本の再定義 
現代の複雑化する事業環境において、企業の持続的成長の源泉は、伝統的な有形資産や財務資

本から、技術、特許、人材、そして組織文化といった無形の「知的資本」へと完全にシフトしている。

1874年の鉱山経営から始まり、150年という長きにわたる歴史を有する三井金属グループは、非鉄
金属の資源開発と製錬という重厚長大産業をルーツとしながらも、現在では「マテリアルの知恵を活

かす」というコーポレートスローガンのもと、高付加価値な機能材料および次世代テクノロジーの創出

へと事業ポートフォリオを劇的に変容させてきた 1。同社の経営方針の根幹をなす「統合思考経営」
は、経済的価値の創出と社会的価値の向上をトレードオフではなく、相互に補完し合う関係として位

置づけている 1。 

同社が掲げるパーパス「探索精神と多様な技術の融合で、地球を笑顔にする。」は、まさに同社の知

的資本戦略の設計思想そのものである 1。ここで言及される「探索精神」とは、未知の領域における
新規事業や新技術を開拓する「知の探索」を意味し、「多様な技術の融合」とは、既存の分離精製、

粉体制御、電気化学、溶液化学といったコアテクノロジーを高度化し、相互に結びつける「知の深化」

を意味している 1。この「両利きの経営」を高い次元で実践し、全社ビジョンである「マテリアルの知恵
で“未来”に貢献する、事業創発カンパニー」を実現するためには、強固な知的財産マネジメント、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）によるプロセスの変革、そしてそれらを駆動する人的資本と組織
風土の絶え間ない刷新が不可欠である 1。 

2024年度から新たに始動した中期経営計画「25中計」においては、従来の漸次的な成長から脱却
し、「大胆施策」を通じた「非線形な成長」を目指す方針が明確に打ち出された 1。また、ガバナンス体
制においても監査等委員会設置会社へ移行し、取締役会における経営戦略や資本配分に関する議

論を深化させる基盤を整えている 1。本レポートでは、作成済みの知的資本分析の文脈を拡張し、三
井金属が有する知的資本が今後どのような「機会（強み・将来性）」を生み出し、同時にどのような

「課題（リスク・弱み）」を内包しているのかについて、最新の事業動向や組織的課題を交えながら多

角的な視点から深い洞察を展開する。 

2. 知的資本が牽引する成長「機会」の最大化 
三井金属における知的資本は、単なる特許の集合体にとどまらず、研究開発（R&D）の実行力、外部
とのオープンイノベーション・ネットワーク、そして長年の製造現場に蓄積された高度な暗黙知のすべ

てを包含している 1。これらの資本が有機的に連動することで、次世代市場における強大な「機会」が
創出されている。 



2.1 次世代先端材料のデファクトスタンダード化と収益構造の不可逆的転換 
三井金属の知的資本が最も強力に発現している領域が、機能材料事業本部および事業創造本部

が推進する次世代エレクトロニクスおよび環境・エネルギー関連の先端材料である 1。長年培われた
マテリアルに関する深遠な知見は、特定の技術集約型市場において圧倒的なグローバルシェアを獲

得する源泉となっている。 
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特に注目すべきは、「A-SOLiD」の商業的進展である。2026年5月の発表により、次世代EV等の航
続距離拡大や充電時間短縮を牽引する全固体電池において、同社の固体電解質が主要顧客の

ロードマップに正式に組み込まれたことは、知的資本が莫大な将来キャッシュフローへと変換される

決定的な瞬間を意味する 3。これらの先端材料は、一度顧客の製造プロセスに組み込まれると極め
て高いスイッチングコストを伴うため、参入障壁として機能する。 

また、非鉄製錬を中心とする金属事業部門が、LME（ロンドン金属取引所）価格や為替レートといっ
た外部の市況変動に影響されやすい構造を持つ一方で、機能材料分野の利益比率が拡大すること

は、企業全体の収益ボラティリティを劇的に低下させる 1。知的資本を集中投下して高付加価値な機
能材料の比率を高める戦略は、株式市場における三井金属の評価を、景気敏感な「伝統的素材産

業」から、安定成長が見込める「先端テクノロジー企業」へとリレーティング（マルチプル拡張）させる

絶好の機会を提供している 2。 



2.2 特許総資産価値の可視化とIPランドスケープによる戦略的R&D 
研究開発の成果を確実に経済的価値へと変換するためには、戦略的かつ定量的な知的財産マネジ

メントが不可欠である。三井金属は、単に出願件数を追う旧来の知財戦略から脱却し、「特許総資産

価値」という高度な指標を導入することで、保有する特許群の競争力や質を定量的に可視化・管理

する体制を構築している 1。2023年度時点において、三井金属グループ全体の特許出願件数は708
件、保有特許件数は3,370件であり、特許総資産価値は2,818という高い水準に到達している 1。 

特筆すべきは、「知の探索」を担い、新規事業のインキュベーションを推進する事業創造本部の知財

パフォーマンスである。同本部の平均特許価値は2.8と、全社平均（1.5）を大きく上回っている。特許
総資産価値も972を記録し、グループ全体の約3分の1を占めている 1。これは、全固体電池向け固体
電解質（A-SOLiD）や次世代半導体パッケージ用特殊キャリア（HRDP）、パワー半導体向け焼結型
銅ペーストといった、市場の成長性が極めて高い注力領域において、質の高い知的財産が効果的

かつ集中的に確保されている証左である。 

 

 



 
さらに、IP（知的財産）ランドスケープの手法を導入し、自社と他社の特許情報をマクロな市場動向と
組み合わせて分析することで、経営戦略やR&Dの方向性決定に直接役立てている点は、知的資本
を武器とする大きな機会である 1。IPランドスケープの活用により、どの技術領域にホワイトスペース
（競合が少なく成長が見込める領域）が存在するのか、あるいはどの周辺領域で他社とのアライアン

スを組むべきかが論理的に明確になる。これにより、R&D投資の成功確率は高まり、知的資本の
ROI（投資利益率）が飛躍的に向上することが期待される。 

2.3 オープンイノベーションを通じた「知の探索」の境界拡張 
技術進化のサイクルが短期化する中、自社単独での研究開発（自前主義）には限界が存在する。三

井金属はこれを深く認識し、コーポレートベンチャーキャピタル（CVC）や大学・研究機関との積極的
な協働を通じたオープンイノベーションを戦略の中核に据え、加速させている 1。このアプローチは、
自社の知的資本の境界を外部へと拡張し、非連続なイノベーションを迅速に取り込むための強力な

メカニズムとして機能している。 

自社のコアテクノロジー（分離精製や電気化学など）を中心とし、CVC出資先やグローバルな学術機
関からの最先端の知見が融合することで、次世代の環境・エネルギー事業が創出されるプロセスが

構築されている。具体的には、CO2からグリーン燃料を製造する独自の分離膜技術を持つ「イーセッ
プ株式会社」、核融合発電の社会実装を目指す「株式会社Helical Fusion」、藻類によるバイオもの
づくりを推進しバイオサーキュラーエコノミーを目指す「ちとせグループ（CHITOSE BIO EVOLUTION 
PTE. LTD.）」への戦略的出資が行われている 1。また、グローバルな産学連携の取り組みとして、イン
ド工科大学デリー校とはグリーン水素製造分野での共同開発センターを設置し、水電解電極の共同

開発を通じた脱炭素社会の実現に向けた知的基盤を強化している 1。 

こうした動向の底流にあるのは、カーボンニュートラルや自然共生社会といった地球規模の社会課

題に対する強い当事者意識と、それをビジネスチャンスに転換しようとするパーパスの実践である。

内部の技術的強みと外部のスタートアップ・研究機関が持つ専門性が交配し、新たな事業価値へと

昇華されるこのネットワークそのものが、これからの三井金属における最も価値の高い知的資本の

運用形態となる。オープンイノベーションは、同社の研究開発のポートフォリオに多様性とレジリエン

スをもたらしている。 

2.4 DX推進と研究開発の加速化メカニズム 
技術の陳腐化が激しい素材産業において、研究開発のスピードは知的資本の価値そのものを決定

づける。「22中計」から現在の「25中計」への移行において、三井金属はデジタルトランスフォーメー
ション（DX）を単なるバックオフィスの業務効率化ツールではなく、研究開発能力と製造プロセスを根
本から変革する戦略的ドライバーとして位置づけている 1。 

事業創造本部を中心に推進されている「研究開発期間1/3モデル」は、シミュレーション技術や高度な
センシング技術を活用し、重要な製造因子をデータとして早期に把握・解析することで、ラボスケール

から量産スケールへの移行時（スケールアップ）に生じる不確実性を極限まで排除する試みである 1

。実験プロセスの自動化やデータ基盤の整備を通じて、研究者がより創造的な仮説検証や新素材

の構想に時間を集中できる環境を構築している 1。 

近年、化学・素材業界全体において、マテリアルズ・インフォマティクス（MI）を用いたデータ駆動型の



材料探索が大きな注目を集めている。MIの概念は、過去の膨大な実験データやシミュレーション結
果を機械学習等のAI技術で解析し、未知の材料組成や最適プロセスを高速で導き出すものである。
三井金属においても、デジタルの活用によるデータ基盤の構築は、将来的なMIの本格実装に向け
た重要な布石となる。データを活用した「1/3モデル」の推進は、新素材探索のリードタイムを劇的に
短縮し、市場のニーズにいち早く対応した製品を投下することで、競合他社に対して圧倒的なタイ

ム・トゥ・マーケットの優位性をもたらす機会となる。 

さらに、こうしたDXの推進は「総デジタル人材化」という全社的な教育プログラムによって支えられて
いる 1。全従業員のITリテラシーを向上させることで、研究部門のみならず、製造現場レベルでの
データ活用やボトムアップの業務革新（スマートファクトリー化による歩留まり向上や省エネ化など）

が促進される。知的資本のデジタル化と、それを扱う人的資本の高度化が両輪で進むことで、持続

的なイノベーションの基盤が確立されつつある。 

3. 非線形な成長を阻害する「課題」と知的資本リスクの克服 
前節で詳述したように、三井金属の知的資本戦略は数多くの成長機会を内包している。しかし一方

で、「25中計」が目指す飛躍的な「非線形な成長」を実現する過程においては、顕在化しつつある組
織的課題や、資本効率と長期投資の間に生じる潜在的なリスクも存在する。知的資本を最終的な経

済的・社会的価値へと結実させるためのボトルネックはどこにあるのか、以下の観点から深く考察す

る。 

3.1 品質ガバナンスの脆弱性と組織文化（バリュー）の抜本的刷新 
最も直近かつ企業価値を毀損する重大な課題として直視すべきは、子会社である三井金属パーライ

ト株式会社において発覚した、検査測定値の改ざんや不適切なデータ処理という品質不適切行為で

ある 1。2024年に内部通報により発覚し、社外委員による特別調査委員会を経て公表されたこの事
案は、単なる現場の一過性のコンプライアンス違反として片付けるべき性質のものではない 1。 

製造業において、品質保証データは顧客に対する製品性能を証明するものであり、メーカーが長年

かけて蓄積してきた「信頼」という社会・関係資本、ひいては技術力という「知的資本」の根幹をなす

要素である。そのデータが意図的に操作されたということは、知的資本の真正性が内部から崩壊し

たことを意味する。特別調査委員会の報告では、この問題の背景として、検査部門の独立性欠如や

品質保証部門の脆弱性といった組織要因に加え、「納期優先・売上優先の組織風土」や管理職の責

任感の欠如といった人的・環境的要因が複雑に絡み合っていることが指摘されている 1。ここで導き
出される本質的な課題は、経営陣が掲げる高邁な「パーパス」が、現場の末端における日々の意思

決定プロセスにまで浸透・機能していなかったという点である。 

この危機を乗り越えるため、三井金属は行動規範を改定し、新たに5つの「バリュー（行動指針）」を
制定した 1。「多様な角度から見よう」「みんなで愉しもう」「知恵を出し合おう」「やってみよう、変えて
いこう」「手本となろう」というこれらのバリューは、多様性を尊重し、高い心理的安全性を備えた職場

を構築するためのものである 1。しかし、これらを単なるポスター上のスローガンに終わらせず、日々
の業務プロセスや人事評価基準に実効的に組み込むことが最大の課題となる。さらに、属人的な倫

理観や精神論にのみ依存するのではなく、前述したDXの取り組みと連動させ、検査データの自動取
得システムや改ざんが物理的に不可能なデジタルアーキテクチャの導入を急務とし、システムによる

プロセス・ガバナンスを確立することが、失われた信頼と知的資本を再構築するための不可欠なス



テップである。 

3.2 資本コスト（ROIC Spread）経営と長期的イノベーション投資のジレンマ 
「25中計」において、三井金属はキャッシュフロー経営を徹底し、事業評価の指標として「事業別
WACC（加重平均資本コスト）」と「ROIC（投下資本利益率）」から導き出される『ROIC Spread』を導
入した 1。これは、事業ごとに異なるリスクプロファイル（WACC）を正確に反映させ、それを上回るリ
ターン（ROIC）を創出できているかを厳格に評価するものであり、資本市場からの要請（PBRやROE
の向上）に応える極めて合理的な財務戦略である 1。 

しかし、厳格なROIC経営の導入は、長期的視野に立った知的資本への投資、すなわち「知の探索」
とコンフリクトを起こす潜在的なリスク（ジレンマ）を抱えている。事業創造本部が推進するような次世

代材料（A-SOLiDやHRDP）の開発や、CVCを通じたアーリーステージのスタートアップへの投資は、
技術の確立や市場の立ち上がりまでに長いリードタイムを要する。短期的には研究開発費や投資に

よるキャッシュアウトが先行し、利益が伴わないため、単年度や数年単位のROICを大きく押し下げる
要因となる。 

ここでの課題は、財務規律（ROIC Spreadの追求）を組織内に徹底させつつも、未来の成長の芽を
摘まないための「投資の聖域（探索予算）」をいかに制度設計し、社内の合意形成を図るかという点

にある。技術革新のサイクルが速いエレクトロニクスやエネルギー分野において、短期的な収益性

指標のみで研究開発テーマをスクリーニングしてしまえば、中長期的な競争優位の源泉である知的

資本の蓄積が枯渇してしまう。ポートフォリオマネジメントにおいて、成熟事業と探索事業で評価のタ

イムスパンやKPIを明確に切り分け、特許総資産価値の増加や技術的オプション価値といった「非財
務的な知的資本の蓄積」を適切に評価する仕組みを連動させることが強く求められる。 

3.3 「大胆施策」とバイサイドM&Aに伴うPMIの壁 
「25中計」におけるもう一つの柱が、漸次的ではない「非線形な成長」を実現するための「大胆施策」
の実行である 1。その中核として、投資家目線を備えた客観的分析に基づく「抜本的なキャッシュの
創出」と並び、有望な外部企業や事業を買収する「バイサイドM&A」の検討が挙げられている 1。前述
のオープンイノベーションの延長線上として、M&Aは外部の完成された知的資本や優秀な人的資本
を一気に獲得し、時間を買うための有効な手段である。 

しかし、ここにはM&Aにおける最大の難関である「PMI（Post-Merger Integration：買収後の統合プ
ロセス）」の課題が潜んでいる。三井金属のような150年の歴史を持つ伝統的な製造業の企業文化
と、買収対象となり得るアジャイルでスピード重視のテクノロジー企業やベンチャーの企業文化は、

往々にして相容れない要素を持つ。 

知的資本の観点からの課題は、買収によって獲得した外部の「特許、ノウハウ、データ」を、既存の

自社技術とどのように融合させ、真のシナジーを発現させるかである。特に、人的資本の流出（キー

マンの離職）はM&Aにおいて最も避けるべきリスクである。買収先の優秀な研究者やエンジニアをつ
なぎ留めるためのリテンション戦略や、異なる人事制度（ジョブ型等）の丁寧なすり合わせが極めて

重要となる。「知の探索」を外部に求め買収で補う戦略は成長スピードを飛躍させるが、買収後の組

織風土の統合と知的資本の体系的な統合に失敗すれば、多額ののれん減損を招き、結果として全

社のROICを毀損する要因となりかねない。事業ごとの戦略的適合性を満たす精緻なデューデリジェ



ンスに加え、強靭なPMI実行体制の構築が急務である。 

3.4 高度専門人材の獲得競争と人的資本の拡充 
これらすべての高度な知的資本戦略を展開し、ガバナンスを効かせるための基盤は、結局のところ

それを実行する「人（人的資本）」に帰結する。三井金属は、ジョブ型人事制度の導入や、「HRBP（
Human Resource Business Partner）」の配置によって、経営戦略と人事マネジメントの連動を図って
いる 1。また、「いきいき度」といったエンゲージメント指標を導入し、働きがい改革や多様性（DE&I）の
推進に注力している 1。 

しかし、DXの推進による「1/3モデル」の実現、生成AIを含むデジタル技術の活用、IPランドスケープ
を駆使した高度な知財戦略の立案、さらには先端材料の開発を牽引するためには、極めて専門性

の高い人材が必要となる。データサイエンティスト、DXアーキテクト、高度な知財アナリストといった
人材は、業界を問わず労働市場において激しい獲得競争が繰り広げられており、採用およびリテン

ションの難易度が非常に高い。 

「総デジタル人材化」という社内教育によるボトムアップのアプローチは組織の底上げに不可欠であ

るが、事業を非連続に牽引するトップクラスの専門人材（目標とされる数十名規模の高度DX人材等）
を外部からいかに獲得するか、そして彼らが能力を最大限に発揮できるような柔軟な評価制度や報

酬体系をどのように構築するかが、知的資本を継続的に拡充する上での最大の課題である。役員

報酬に導入された「ESG指標要件型株式報酬」のようなインセンティブ設計を、中核となる専門人材
層にもどのように展開していくかが問われる 1。 

4. 結論：真の「事業創発カンパニー」に向けた知的資本戦略
の統合的進化 
三井金属の知的資本戦略は、「マテリアルの知恵を活かす」という歴史的なコアコンピタンスを継承

しつつ、オープンイノベーションの積極的活用、DXによる研究開発の加速化、そして特許総資産価
値に基づく戦略的な知財ポートフォリオの構築を通じて、次世代のエレクトロニクスや環境・エネル

ギー市場において強大な「機会」を創出しつつある。特に、全固体電池向け固体電解質（A-SOLiD）
や次世代半導体特殊キャリア（HRDP）といった先端材料のデファクトスタンダード化は、同社の収益
構造を市況依存型の素材産業から、持続的なキャッシュを生み出すテクノロジー主導型企業へと根

本的に変革するゲームチェンジャーとなる可能性を秘めている。 

一方で、「25中計」が掲げる非線形な成長を実現するためには、乗り越えるべき重大な「課題」が存
在する。品質不正問題という痛恨の事象から浮き彫りになったガバナンスと組織文化の脆弱性の克

服は、最優先で取り組むべき基盤的課題である。新たに制定された「バリュー」の真の浸透と、デジ

タル技術を活用したプロセス統制の両輪で、知的資本の基盤である「信頼」を再構築しなければなら

ない。また、ROIC Spreadを用いた厳格な資本コスト経営と、中長期的な「知の探索」のためのR&D
投資とのバランスの維持、さらに大胆なバイサイドM&Aに伴う組織と知的資本の統合（PMI）能力の
獲得は、経営陣の高度な舵取りが求められる領域である。 

これらの課題を克服するための鍵は、高度専門人材の確保を含む人的資本の拡充に他ならない。

三井金属は、監査等委員会設置会社への移行により、取締役会における戦略的議論の場を整備し

た。今後は、人的資本、組織資本、そして知的資本の三位一体による「統合思考経営」をさらに深化



させることが不可欠である。短期的な財務規律と長期的な技術探索のジレンマを乗り越え、自社の

コア技術と外部の知見を融合させるメカニズムを確立したとき、三井金属は真の「事業創発カンパ

ニー」へと脱皮し、持続的な企業価値の向上と「地球を笑顔にする」というパーパスの実現を達成す

るであろう。 
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